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中四国セキスイハイム不動産株式会社

代表取締役　福本佳史

貸    借    対    照    表

(単位：円)

金        額 金        額

758,649,691  流       動       負       債 1,218,967,175

2,464,046 622,299,012

1,329,450 1,363,666

255,413,452 33,993,948

279,465,265 158,958,497

20,000,000 356,314,573

6,927,405 15,637,079

192,972,352 1,283,300

77,721 13,917,100

2,030,248,865
14,900,000

1,963,381,438 300,000

1,055,670,142

18,918,349
 固       定       負       債 600,264,370

5,212,584 3,006,818

879,209,879 3,035,852

4,370,484 2,875,500

591,346,200

1,819,231,545

466,667

466,667

 株　　　主　　　資　　　本 969,667,011

10,000,000

66,400,760

648,760 959,667,011

44,048,000 2,500,000

21,704,000 957,167,011

繰 越 利 益 剰 余 金 790,596,021

（ 内 当 期 純 利 益 ）  （166,570,990）

969,667,011

2,788,898,556 2,788,898,556

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

リ ー ス 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

構 築 物

工 具 器 具 備 品

負 債 合 計

土 地

 固       定       資       産

長 期 敷 金 預 り 金

有 形 固 定 資 産

建 物

リ ー ス 債 務

長 期 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

未 収 入 金 未 払 消 費 税 等

そ の 他 の 流 動 資 産 未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

未 払 費 用

土 地 前 渡 金 未 成 工 事 受 入 金

前 払 費 用 預 り 金

投 資 そ の 他 の 資 産

販 売 用 建 物 未 払 金
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2024年3月31日現在

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流       動       資       産 

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

完 成 工 事 未 収 入 金 リ ー ス 債 務

販 売 用 土 地



1 . 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1) 棚卸資産の評価の方法
・販売用建物 総平均法に基づく原価法
・販売用土地 個別法に基づく低価法
・未成販売用土地 個別法に基づく低価法
・材料貯蔵品 総平均法の基づく原価法
貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

2) 固定資産の減価償却の方法
・有形固定資産 定額法を採用している。
・無形固定資産 定額法を採用している。自社利用のソフトウェアについては社内にお
　　 ける見込利用可能期限（６年）に基づいている。

・リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産リース期間を
　　 耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

3) 引当金の計上基準
・賞与引当金 従業員賞与（使用人兼務取締役の使用人分を含む）の支給に充て

るため、期末（＊）直前支給額を基礎とした見積額を計上している。
・役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上

している。
・退職給付引当金 従業員退職金及び役員退職慰労の支給に充てるため、従業員分に

ついては当期末（*）における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、また、役員分については内規に基づき計算された金額の
全額の全額を計上している。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末迄
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌期から費用処理している。
(*)中間決算時は、期末→上半期末に読み替える

4） 収益及び費用の計上基準
・商品および製品等の販売に係る収益
商品等の販売は主に、不動産事業における土地や中古住宅等の販売である。これらの商品等の販売
は引渡時点において顧客が当該商品等に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当
該時点で収益を認識している。

・サービスおよびその他の販売に係る収益
サービスおよびその他の販売は、履行義務が一時点で充足される場合にはサービス提供完了時点に
おいて一定期間にわたり充足される場合にはサービス提供機関にわたり定額で、又は進捗度に応じて
収益を認識している。

5) リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

6) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

7) グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用している。

『 個 別 注 記 表  』
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